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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第18期

第３四半期
連結累計期間

第19期
第３四半期
連結累計期間

第18期

会計期間
自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日

売上高 （千円） 4,917,574 5,150,108 6,691,194

経常利益 （千円） 102,094 237,892 236,999

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

（千円） 52,466 151,058 151,874

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 52,849 150,122 164,382

純資産額 （千円） 940,719 1,166,879 1,052,486

総資産額 （千円） 2,291,532 2,510,339 2,451,524

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 6.86 19.71 19.85

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 6.77 19.45 19.60

自己資本比率 （％） 40.6 46.0 42.3
 

 

回次
第18期

第３四半期
連結会計期間

第19期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日

至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 3.54 4.10
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の追加金融緩和政策により円安が進

行し、輸出環境の改善が見られましたが、原材料価格の高騰といった懸念が見られます。また、消費税率引き上

げによる駆け込み需要の反動が長期化しており、緩やかな回復に留まっております。

国内における駐車場業界につきましては、消費税率引き上げの影響による自動車販売台数の減少に連動した駐

車場利用率の低下が見受けられておりましたが、昨年末よりガソリン価格の下落が継続しており、自動車利用率

の上昇に伴う駐車場利用率の改善が期待されます。

さらに、首都圏において2020年東京オリンピック開催を睨んだ再開発が進むことが予想され、駐車場及び駐輪

場マーケットにおいても、交通インフラの整備を目的とした開発事案の増加が見込まれる等、将来的に規模の拡

大が見込まれております。

中国における駐車場業界につきましては、経済発展による新車販売台数や保有台数の増加に伴い、自動車問題

が深刻化する中、都市計画の交通インフラの一部である駐車場に関する意識が向上しており、駐車場の整備計画

を中心に、様々な駐車場に関するコンサルティングニーズが旺盛であります。

このような環境の中、当社グループの国内においては、将来を見据えた事業基盤の一層の充実を図り、「売

上」から「利益」重視への経営方針の変更や、他社との差別化を目的とした新たなサービスの創出に注力するた

めに大幅な組織変更を行い、新組織体制における整備及び構築を行ってまいりました。

中国においても、中国全土を対象とした事業スキームの構築に注力するため、主要機能を中国の中心都市であ

り上海に設立しました派盟交通諮詢（上海）有限公司に移管すべく、管理部門人員やコンサルティング人員の拡

充や異動を行う等、国内同様、新組織体制における整備及び構築を行ってまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は5,150,108千円（前年同四半期比4.7％増）、営業利益

は235,890千円（前年同四半期比119.6％増）、経常利益は237,892千円（前年同四半期比133.0％増）、親会社株

主に帰属する四半期純利益は151,058千円（前年同四半期比187.9％増）となりました。

 

セグメントの業績につきましては、当社グループは駐車場事業の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。

これに代わる事業部門別の業績の概況は以下のとおりです。
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〔駐車場管理運営事業〕

日本国内においては、「利益重視」の経営方針のもと、駐車場管理運営部門と営業部門を一体化させ、各駐

車場に一任していた営業体制を本社管轄するとともに、本社社員による機動的営業活動を実現する等、新たな

営業手法を取り入れることで、月極契約や提携テナントを中心とした未開発分野における顧客発掘営業を展開

し、売上極大化による利益率の向上を図る施策を行ってまいりました。

その結果、前連結会計年度において新規に獲得しました駐車場におきましても、順次本格稼働に至っており

ます。

また、業界全体で困難となりつつある新たな人財確保に向けた取り組みを強化するとともに、駐車場におけ

る配置ポストの最大効率化の分析及び実践等のコストマネジメントを実施しております。

中国国内においては、将来の本格展開及び事業規模の拡大に向け、引き続き、駐車場管理運営の安定稼働、

営業展開に向けた様々な取り組みを行っております。

以上の結果、駐車場管理運営事業全体として、売上高は5,021,123千円（前年同四半期比3.9％増）となりま

した。

 

〔コンサルティング事業〕

日本国内においては、ここ近年で複雑な駐車場案件が増加してきており、当社の最大の強みである設計段階

からサポートする駐車場コンサルティングが高く評価されております。

また「コンサルティング機能の特化」方針のもと、新たなソリューションサービスを提供することにより、

駐車場オーナー様より高い評価をいただいており、当第３四半期連結会計期間におきましても、受注件数及び

受注高が順調に増加しております。

中国国内においては、近年の新車販売台数の急激な増加に伴う自動車利用の著しい増加から駐車場に関する

意識が向上し、都市交通と駐車場の効率循環を実現するための都市整備における重要コンセプトとして駐車場

コンサルティング需要が高まってきております。

以上の結果、コンサルティング事業全体として、売上高は79,787千円（前年同四半期比81.3％増）となりま

した。

 

〔その他事業〕

平成26年４月１日より、さらなる他社との差別化と新規事業の創出、未来志向の駐車場サービスの開発を目

的として、新規事業開発本部を設立いたしました。

現在は、駐輪場事業として、東京オリンピックに向けて整備された千代田区の駐輪場の運営及び全国で社会

問題となっております放置自転車対策の取り組みに注力しております。

また、駐車場利用者からのニーズの実現化に向けたシステム開発や特許の取得を行い、駐車場業界全体への

ソリューション提供や新規事業に向けた準備を行っております。

以上の結果、その他事業全体の売上高は49,197千円（前年同四半期比13.8％増）となりました。

 

(2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(3)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000
 

 

②　【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,516,000 8,516,000
　東京証券取引所
（マザーズ）

単元株式数100株

計 8,516,000 8,516,000 － －
 

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成28年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年10月１日
～

平成27年12月31日
103,600 8,516,000 6,023 187,772 6,023 164,772

 

　(注) 新株予約権の行使による増加であります。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社駐車場綜合研究所(E05715)

四半期報告書

 5/15



 

(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 749,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,662,300 76,623 －

単元未満株式 普通株式 1,000 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  8,412,400 － －

総株主の議決権 － 76,623 －
 

(注)　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

②　【自己株式等】

平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）      

株式会社駐車場綜合研究所
東京都渋谷区渋谷
３－６－６

749,100 － 749,100 8.9

計 － 749,100 － 749,100 8.9
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 710,296 783,653

  売掛金 160,765 147,928

  仕掛品 13,896 23,049

  前払費用 205,851 228,153

  その他 91,975 87,755

  貸倒引当金 △1,529 △1,498

  流動資産合計 1,181,256 1,269,040

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 236,913 228,449

   機械及び装置（純額） 161,557 137,405

   リース資産（純額） 109,276 121,175

   その他（純額） 168,094 170,439

   有形固定資産合計 675,841 657,469

  無形固定資産 51,900 44,416

  投資その他の資産   

   投資有価証券 132,461 126,428

   敷金及び保証金 306,413 298,214

   保険積立金 72,982 72,982

   その他 30,670 41,788

   投資その他の資産合計 542,526 539,412

  固定資産合計 1,270,268 1,241,298

 資産合計 2,451,524 2,510,339
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  1年内返済予定の長期借入金 205,640 260,774

  リース債務 14,943 19,894

  未払金 198,681 220,952

  未払法人税等 66,681 44,843

  前受金 154,090 138,707

  預り金 379,532 396,180

  その他 118,874 86,619

  流動負債合計 1,138,442 1,167,971

 固定負債   

  長期借入金 104,295 －

  リース債務 94,753 102,173

  退職給付に係る負債 45,740 56,824

  資産除去債務 11,469 11,516

  その他 4,336 4,973

  固定負債合計 260,595 175,487

 負債合計 1,399,038 1,343,459

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 181,167 187,772

  資本剰余金 160,587 167,192

  利益剰余金 739,212 844,351

  自己株式 △66,040 △66,073

  株主資本合計 1,014,928 1,133,243

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 22,323 21,064

  その他の包括利益累計額合計 22,323 21,064

 新株予約権 4,289 1,303

 非支配株主持分 10,945 11,268

 純資産合計 1,052,486 1,166,879

負債純資産合計 2,451,524 2,510,339
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 4,917,574 5,150,108

売上原価 4,151,853 4,158,374

売上総利益 765,720 991,733

販売費及び一般管理費 658,321 755,843

営業利益 107,398 235,890

営業外収益   

 受取利息 108 176

 受取配当金 － 50

 為替差益 － 688

 投資事業組合運用益 3,678 5,680

 その他 873 798

 営業外収益合計 4,661 7,394

営業外費用   

 支払利息 5,711 5,188

 為替差損 2,228 －

 車両事故損失 1,950 －

 その他 75 204

 営業外費用合計 9,965 5,392

経常利益 102,094 237,892

特別損失   

 固定資産除却損 － 2,786

 特別損失合計 － 2,786

税金等調整前四半期純利益 102,094 235,105

法人税、住民税及び事業税 53,498 80,697

法人税等調整額 △630 2,806

法人税等合計 52,867 83,504

四半期純利益 49,227 151,601

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△3,239 542

親会社株主に帰属する四半期純利益 52,466 151,058
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 49,227 151,601

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 3,622 △1,478

 その他の包括利益合計 3,622 △1,478

四半期包括利益 52,849 150,122

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 55,901 149,800

 非支配株主に係る四半期包括利益 △3,051 322
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平

成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間

及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日)

減価償却費 85,607千円 68,177千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 29,837 3.90 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 45,919 6.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

　当社グループは駐車場事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
 至 平成27年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 6円86銭 19円71銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 52,466 151,058

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

52,466 151,058

普通株式の期中平均株式数(株) 7,650,660 7,665,017

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 6円77銭 19円45銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額(千円)

－ －

普通株式増加数(株) 95,974 102,013

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

－ －

 

 

(重要な後発事象)

株式会社アスパラントグループSPC２号（以下「公開買付者」といいます。）が平成27年11月26日から実施して

おりました、当社の普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）が、平成28年１月14日

をもって終了し、公開買付者より、本公開買付けにおいて当社の普通株式7,431,030株及び本新株予約権365個の

応募があり、その全てを取得することとなった旨の報告を受けました。そのことにより、当社の総株主の議決権

に対する公開買付者の議決権の割合が96.68％となり、公開買付者は平成28年1月21日付で新たに当社の親会社及

び主要株主である筆頭株主に該当することとなりました。

　公開買付者は、平成28年１月22日付で当社普通株式を非公開化するための一連の取引の一環として、会社法

（平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。）第179条第１項に基づき、当社の株主の皆様全員に対し、そ

の有する当社普通株式の全部を公開買付者に売り渡す旨の請求（以下「本売渡請求」といいます。）を行うこと

を決定し、当社は、同日開催の当社取締役会において本売渡請求を承認する旨の決議をいたしました。

　その結果、当社普通株式は東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となる予定で

す。上場廃止後は、当社普通株式を東京証券取引所において取引することはできません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成28年２月10日
　
株式会社駐車場綜合研究所

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人
 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　鈴　木　　一　宏　　㊞

 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　齊　藤　　直　人　　㊞

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社駐車場

綜合研究所の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日

から平成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社駐車場綜合研究所及び連結子会社の平成27年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。
　

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社アスパラントグループＳＰＣ２号による公開買付けの結果、平成

28年１月21日付で同社は会社の親会社及び主要株主である筆頭株主に該当することとなった。

なお、同社は本公開買付けの後、会社株主に対する株式売渡請求を行うことを決定、会社はこれを承認しその結果会

社の普通株式は所定の手続きを経て上場廃止となる予定である。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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